原価積み上げ方式の要因
1) 最低限の人間生存領域として＆近視眼的に生産工程が認識される商品は、製造工程における原材料の費用価格や生産価格並びに労働力の購入価格（賃金）などといった原価が、取引過程では需要者側と供給者側に共通する客観的な認識となっている。
2) この場合は、おのずと価格決定方式には原価の積み上げがなされて、需要者側と供給者側双方の意思の合意（契約）のもとに価格が算出される。この価格算出では、そのほとんどが見積計算などを、需要者側と供給者側の双方が協議しながら認識していく過程を経ることから、「より少ない財の消費」といった理想に向けて経営管理・価格決定のベクトルが働くこととなる。
3) そればかりか、最低限の人間生存領域といった前提である労働力の購入価格にまで購買者が介入することは日常的に行われる。それは社会共同体の規制が働かなければ、健康・文化的生活の領域を侵してまで、最低限の生存労働領域の賃金水準を追求することとなる。事実、使用価値もしくは効用価値のみを明解な取引概念として念頭をおいている新商品開発の手法は、せいぜい使用価値を人間の生存要素に、効用価値を人間の心身に対する刺激に訴える範疇に限定しているのである。そこでは、文化的価値はおろか、経済循環までも無視しようとする。
4) もちろん彼らは、固有価値の購買・使用・保存の過程に具現化される意欲・感動・希望といった現象を無視することによって、商品の生産→取引→使用→廃棄といったスクラップ＆ビルドの仕組みも、併せて念頭においている。しかしながら、現在の不況の原因は、昔のような過剰設備による反動から来たものではない。巷には、遊休資産と遊休の頭脳があふれかえっている。スクラップ＆ビルドでは、消費の拡大が出来ていないことから、何時までも景気低迷を引き起こしている。
5) 彼らの商品には、不要不急の価値部分が含まれていることは否めない。このため現代の購買者は、不要不急の価値が含まれた商品であったとしても、仕方なく使用価値に付随する存在物だとして錯誤して取引に至るとか、「時間割引率」といった概念に翻弄されるなどして、常に不利益を被る危険にさらされている。ただし、この不要不急部分の価値を、彼らが正当な取引に値する価値部分と認識しなくなった。
6) さらに、需要者側に原価が把握できない費用価格は、見積計算での価格交渉において供給側が架空数値を引き上げる行為として存在している。これは、供給者側の原価が他人に知られない場合にのみ生じる現象ではあるが、原価積上の見積計算では日常的な行為である。それは独占価格その他経済外的強制が伴えば継続することは可能となるが、情報公開その他で需要者側に原価が認識されるに至ると、社会共同体（１８世紀の自由平等の概念）にあっては、需要者側と供給者側双方の意思の合意（契約）が形成できなくなり、独占価格その他の維持は困難となる。
7) だからこそ一方では、「より少ない財の消費」の理想に向けての費用価格や生産価格認識といった概念は、基礎産品とか素材商品における供給管理費（粗利益率）の低い商品として低価格が形成されることも自然な成り行きとなっているのである。だからこそ、価格が低減する基礎産品とか素材商品など、価格引き上げをすることが出来る供給側の理論武装が経済外的強制によって維持出来るとすれば、それは理として存在することも自然となっているのである。売り惜しみの価格交渉は、その典型である。
（標準米、原材料大豆、オイル、天然ガス、レアアース、シェールガス、メタンガス等）
8) よって、使用価値もしくは効用価値のみを明解な取引概念として念頭をおいている需要者側と供給者側がともに、その商品の価値について、共通認識して価値判断の合意に至る取引がなされる範囲は、基本的には使用価値の部分に限られて、併せて使用価値や効用価値の純然たる概念部分だけの交換が、原価積み上げの価格決定として社会化されている。
固有価値を加算する相場決定方式の要因
1 これに対し、使用価値や効用価値に加えて、固有価値が付加されている場合にあっては、固有価値部分の原価が積み上げられているのではなく、需要者側と供給者側の間における交渉過程を経た上での相場決定方式で取引される。この固有価値は、単に購買者側が認識していないに原価といった代物ではない。もちろん、社会共同体においても経済外的強制として認識させられる概念でもない。
2 そもそも、使用価値や効用価値の認識は、需要者側と供給者側双方の、最低限の人間生存領域として近視眼的意思決定過程に基づくものである。
3 固有価値は、購買・使用・保存の過程に具現化される意欲・感動・希望といった行動を購買者に生じさせる。この過程と行動を需要者側と供給者側の間に認識することで、より客観的根拠による取引を成立させることとなる。ただし、高水準文化や芸術性は、それを認識出来る需要者とそういった場が存在することによって、初めて意思の合意（契約）が形成され取引が実現される。すなわち、客の生活意欲・受容感動・将来希望の三つを同時に叶えると取引契約は成立する。
4 その需要者側に存在する取引意欲の要因とは、
· 需要者側の地域文化に醸成された幼少から熟練された認識能力、
· ②購買者個人ごとの生活習慣に資する価値の物質的存在、
· ③生活水準の向上に対応するイノベーション能力＆体制
（　企業への頼りがい、ブランド性）
が主な事項と認識されうる。固有価値におけるこの点は、使用価値として万民共通に認識されるであろう最低限の人間生存領域としての価値とは区別され異なる部分なのである。とりわけ、「商品に手を加えるとか使いこなすこと」といった価値増殖、あるいは生産者が長年存在するから修理・改良が期待出来るといった価値増殖、すなわち製造者が購買者とともに形成するイノベーション能力＆体制を取引の期待要因にしていることは、使用価値のみの取引では生じ得ない価値である。
5 加えて、販売を受け持つ供給者側代理人と購買を受け持つ需要者側代理人が、各々の立場から専門的に介在することで、固有価値の定量定質化が図られる。生産者が認識しなかった交換価格を、販売代理人と購買代理人が正当評価する過程を経るならば、その商品に存在している固有価値は適切な交換価値を形成する。この代理人が商業従事者と定義付けられ、現代では購買側代理人の立場が弱いが故に相場決定における需要者側の利益が総合的に少なくさせられ、販売側代理人の固有価値定量定質化が曖昧なため、双方の信頼形成が未熟なだけである。
6 ことに、固有価値を付加した場合は、いかに客と共有するかである。商品の由来・作り手の技・長きに重宝させるコツといったコンテキストを、客と相互理解することのプロセスが貴重となる。これが、価格評価の基礎となり、価格が相場決定となる。フェア取引が行われるから値崩れもしない。
7 需要者側の要求する労働力を発揮するだけでは、製造者の創造性が具現化することは考えられない。ごくわずかといえども新たな創造性が時間とともに発揮（４次元的具現化）されるからこそ、高水準文化や芸術性は需要者側に固有価値として認知されることとなる。
· この４次元的具現化こそが、「顧客のニーズを後追いしていては、新商品は生まれない。」といわれる所以である。
· ある時点の高水準文化や芸術性は、ＤＶＤなどの録音録画の再生技術の進歩によって再表現されるが、その固有価値は失われないにもかかわらず取引相場が低減するのは、新たな創造性が時間とともに発揮（４次元的具現化）されるタレント的労働力が、再現時に再生機器では出来無いからである。[image: image1.png]
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